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はじめに 

 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等

を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経

済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２８年１２月２１日、内閣総理大臣

決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省研究開発評価指針」（令和７年４月改正）

を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。 

 

経済産業省において実施している「高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発委託

費」は、処分事業の操業開始までの長期的な展開を視野に入れ、具体的な地点を対象とした調査評

価のための基盤となる技術を先行的に整備し、処分事業等の円滑化を図ること、また、将来世代が

最良の処分方法を選択できるよう、代替オプションに関する技術開発を並行して進めることを目的

として、１９９８年度より実施しているものである。 

 

今般、外部評価者から本事業に係る事業実施の意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋・

目標達成状況・マネジメントの妥当性について経済産業省研究開発評価指針に基づく標準的評価項

目・評価基準を踏まえて評価いただき、その評価結果としてとりまとめられた「高レベル放射性廃

棄物等の地層処分に関する技術開発委託費 中間評価報告書」の原案について、産業構造審議会 イ

ノベーション・環境分科会 イノベーション小委員会 評価ワーキンググループ（座長：鈴木 潤 政

策研究大学院大学教授）において審議し、了承した。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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【事業情報】 

事 業 名 

予算事業 ID：003823 

高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発委託費 

 

【上位事業：最終処分を含むバックエンドプロセス加速化事業】 

担当部署 経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 放射性廃棄物対策課  

事業期間 

1998 年度 ～ 2027 年度（予定） 

評価時期：中間（2005 年度、2008 年度、2010 年度、2013 年度、2016 年度、2019 年

度、2022 年度、2025 年度）、終了時（2028 年度（予定）） 

予 算 額 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 総額 

 （予算） 37.9 億円 37.9 億円 35.0 億円 37.0 億円 36.6 億円 184.8 億円 

 （執行） 35.6 億円 36.0 億円 34.1 億円 34.2 億円 35.7 億円 176.5 億円 

上位施策及

び KPI 

・第 7 次エネルギー基本計画：V. 3. (3) ② (ウ) (d) 高レベル放射性廃棄物の最終

処分に向けた取組の抜本強化 

・地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）：3. 研究開発項目

と内容 

事業目的  

高レベル放射性廃棄物等の地層処分は、将来世代へ負担を先送りしないためにも、着

実に実施する必要がある。そこで、処分事業の操業開始までの長期的な展開を視野に

入れ、具体的な地点を対象とした調査評価のための基盤となる技術を先行的に整備

し、処分事業等の円滑化を図る。また、将来世代が最良の処分方法を選択できるよ

う、代替オプションに関する技術開発を並行して進める。 

事業内容 

「地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」に基づき研究開

発項目を設定し、下記の内容の研究開発を実施。 

① 地質環境長期安定性総合評価技術開発（2022 年度までの地質環境長期安定性評価

技術高度化開発の後継事業） 

地層処分に適した地質環境の選定及びモデル化に関連して調査・評価が求められ

る、火山・火成活動、深部流体の移動・流入、地震・断層活動、隆起・侵食とい

った自然現象の影響について、調査・評価技術の適用可能条件や適用限界の確認

を通じた技術的信頼性の工法を図るための研究開発 

② 地層処分施設施工・操業技術確証試験（2022 年度までの地層処分施設閉鎖技術確

証試験と回収可能性技術高度化開発を再編） 

地層処分の候補サイトの様々な地質環境条件に対して柔軟に処分場の設計を可能

とするための設計の最適化及び詳細化に向けた、人工バリア等の個別の地下構成

要素を対象とした技術開発とその成果を統合してシステムとして組み合わせた場

合の成立性の確認、様々な技術オプションの安全性や実現性の向上に向けた検討 

③ 沿岸部地質環境調査・処分システム評価統合化技術開発（2023 年度までの沿岸部

処分システム評価確証技術開発の後継事業） 

わが国における沿岸海底下の地質環境を対象に概要調査段階に必要となる地下環

境の調査制度の向上に向けた技術開発、既存技術の有効性の確認、沿岸海底下特

有の地質環境を加味した施設設計と安全評価技術を含めた処分システムの統合化

にむけた研究開発 



 

２ 
 

④ 地層処分安全評価確証技術開発（2022 年度までのニアフィールドシステム評価確

証技術開発、TRU 廃棄物処理・処分技術高度化開発、岩盤中地下水流動評価技術

高度化開発を再編） 

サイト選定プロセスの展開を念頭に、実際のサイトの地質環境条件や処分システ

ムの長期変遷等をより現実的に考慮した評価による、複数の候補母岩、工学オプ

ションから最適な組み合わせを選択していくことを可能とするための評価技術の

開発 

⑤ 直接処分等代替処分総合評価技術開発（2022 年度までの直接処分等代替処分技術

高度化開発の後継事業） 

使用済燃料の直接処分に係る人工バリアの成立性の評価の高度化への対応、地質

環境条件や使用済燃料の多様性への対応等に係る技術開発、およびその他代替オ

プション等に係る諸外国の最新の知見の拡充 

アウトカム指標 アウトカム目標 / 目標値 
達成状

況 

短期目標 

2024 年度 

① 抽出した技術の適用可能条件や

適用限界の確認、合理的・体系

的にサイト調査を実施するため

の方法論の検討に必要な延べ検

討項目数 

要素技術の統合化に向けた筋道立て

／11 項目 
達成 

② 処分場の建設・操業・閉鎖に係

る技術、及び基本方針において

示された廃棄体の回収技術に関

する工学的成立性の確認に必要

な延べ検討項目数 

要素技術の統合化に向けた筋道立て

／8 項目 
達成 

③ 沿岸部固有の地質環境を踏まえ

た概要調査段階から精密調査段

階で必要となる地質環境の調

査・工学に関する技術開発に必

要な延べ検討項目数 

要素技術の統合化に向けた筋道立て

／9 項目 
達成 

④ ニアフィールドにおける安全性

の評価や地質環境～表層環境

（生活圏）の特徴を反映可能な

安全性の評価に必要な延べ検討

項目数 

要素技術の統合化に向けた筋道立て

／23 項目 
達成 

⑤ 直接処分システムの成立性の検

討に必要な延べ検討項目数 

要素技術の統合化に向けた筋道立て

／4 項目 
達成 

長期目標 

2027 年度 

① 合理的・体系的にサイト調査を

実施するための方法論の整備に

関する技術開発の達成件数 

構築した要素技術の統合化による、

処分事業のプロセスにおける地質環

境調査～設計・施工・操業～安全評

価の一連の流れの実現性についての

総括的に取りまとめ／2件 

達成見

込み 

② 処分場の建設・操業・閉鎖に係

る技術、及び基本方針において

示された廃棄体の回収技術に関

する工学的成立性の実証に関す

る技術開発の達成件数 

構築した要素技術の統合化による、

処分事業のプロセスにおける地質環

境調査～設計・施工・操業～安全評

価の一連の流れの実現性についての

総括的に取りまとめ／３件 

達成見

込み 



 

３ 
 

③ 沿岸部固有の地質環境特性を考

慮した調査・評価技術の体系的

な整備に関する技術開発の達成

件数 

構築した要素技術の統合化による、

処分事業のプロセスにおける地質環

境調査～設計・施工・操業～安全評

価の一連の流れの実現性についての

総括的に取りまとめ／２件 

達成見

込み 

④ ニアフィールドにおける安全性

の評価や地質環境～表層環境

（生活圏）の特徴を反映可能な

実用的かつ体系的な安全性の評

価に関する技術開発の達成件数 

構築した要素技術の統合化による、

処分事業のプロセスにおける地質環

境調査～設計・施工・操業～安全評

価の一連の流れの実現性についての

総括的に取りまとめ／５件 

達成見

込み 

⑤ 直接処分システムの成立性の検

討に向けた技術基盤の整備に関

する技術開発の達成件数 

構築した要素技術の統合化による、

処分事業のプロセスにおける地質環

境調査～設計・施工・操業～安全評

価の一連の流れの実現性についての

総括的に取りまとめ／２件 

達成見

込み 

アウトプット指標 アウトプット目標 / 目標値 
達成状

況 

中間目標 

2024 年度 

技術開発により得られた成果の外部

発表数 

目標値設定無し 

・研究開発成果を積極的に発信しつ

つ、査読付き論文の掲載等による信

頼性の向上を図る。 

・国際的な情報発信も積極的に行

う。 

329 件

（うち

査読付

論文掲

載数 52

件、国

際学会

発表 50

件）の

外部発

表によ

り研究

成果を

発信

し、開

発した

技術の

信頼性

向上に

務め

た。 

最終目標 

2027 年度 

① 処分事業の円滑な推進等に必要

な地質環境の長期安定性に関す

る技術件数 

地質環境の長期安定性に関する技術

の先行的整備による処分事業の円滑

な推進／１件 

達成見

込み 

② 処分事業の円滑な推進等に必要

な地質環境の長期安定性に関す

る技術件数 

処分場の施工・操業に関する技術の

先行的整備による処分事業の円滑な

推進／１件 

達成見

込み 



 

４ 
 

③ 処分事業の円滑な推進等に必要

な地質環境の長期安定性に関す

る技術件数 

沿岸部での調査・評価に関する技術

の先行的整備による処分事業の円滑

な推進／１件 

達成見

込み 

④ 処分事業の円滑な推進等に必要

な地質環境の長期安定性に関す

る技術件数 

安全性の評価に関する技術の先行的

整備による処分事業の円滑な推進／

１件 

達成見

込み 

⑤ 代替処分オプション技術の整備

に必要な技術件数 

代替処分オプション技術の先行的整

備による処分事業の円滑な推進／１

件 

達成見

込み 

マネジメント 

外部評価委員会（外部）：研究開発項目ごとに設置。実施内容や今後の方向性につい

て助言するとともに、年度ごとの報告書のレビューを実施。 

事業継続審査（外部）：研究開発項目ごとに毎年度実施。外部専門家等で構成される

第三者委員会で、事業継続の妥当性を審査。 

プロジェクトリーダー等 

① 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 浅森浩一 

② 公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター 川久保政洋 

③ 国立研究開発法人産業技術総合研究所 井川怜欧 

④ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 谷口直樹、三原守弘 

⑤ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 平野史生 

実施体制 

METI ⇒ 民間企業等（下記） 

研究開発項目①  
［委託］国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、一

般社団法人電力中央研究所 

研究開発項目②  
［委託］公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理セ

ンター、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

研究開発項目③ 

［委託］国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構、一般社団法人電力

中央研究所、公益財団法人原子力環境整備促進・資金管

理センター 

研究開発項目④ 

［委託］国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、公

益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター、一

般社団法人電力中央研究所、国立研究開発法人量子科学

技術研究開発機構 

研究開発項目⑤ ［委託］国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
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１．評点法による評価結果  

 

 
 

≪判定基準≫ 

A：評価基準に適合し、非常に優れている。 

B：評価基準に適合しているが、より望ましくするための改善点もある。 

C：評価基準に一部適合しておらず、改善が必要である。 

D：評価基準に適合しておらず、抜本的な改善が必要である。 

（注）評点は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算・平均して算出。 

  

評点

(1) 本事業の位置づけ・意義 A A B A A A A 2.9

(2) アウトカム達成までの道筋 B A B A B B B 2.3

(3) 知的財産・標準化戦略 B B A A A B A 2.6

(1) アウトカム⽬標及び達成⾒込み B A B A B B B 2.3

(2) アウトプット⽬標及び達成状況 B B B B B B A 2.1

(1) 実施体制 A A B A A A A 2.9

(2) 受益者負担の考え⽅ A A B A A A A 2.9

(3) 研究開発計画 A A B A B B A 2.6

評価項⽬・評価基準 評価WG委員の評価

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

２．⽬標及び達成状況

３．マネジメント
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２．評価コメント 

本項では、評価ワーキンググループ委員からのコメントを列記している。 

（１）意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

【肯定的意見】 

 事業開始後は極めて長期にわたる事業であり、国が責任を持って関与するべき課題である。（秋澤

委員） 

 本事業は、公益性が極めて高く、国民全体の利益から見ても重要な課題であることに鑑み、将来や

上位のプログラム及び関連する政策・施策での位置づけにつき明確に示されている。（上條委員） 

 経済的価値のみならず、社会課題の解決、公益的にも意義のあるものなので、国が取り組む意義が

あると思料する。（上條委員） 

 本事業が、国が責任をもって長期的に取り組むべき課題であるとの位置づけには完全に同意する。

また、将来世代の負担を極力軽減するべきという方針にも同意する。（鈴木委員） 

 本事業は日本のみならず世界的にも極めて重要な課題を対象としており、その意義やアウトカムの

設定は適切であると評価できる。（竹山委員） 

 日本国として責任をもって遂行することが求められている原子力発電所由来の高レベル放射性廃棄

物等を地層処分するために必要な技術開発について、地層処分研究開発調整会議での議論を通し、

NUMO が作成し、国内外でのレビューを通してその妥当性を確認している NUMO-SC を基盤としながら

研究開発要素を抽出し、推進していることは、事業の遂行として適切でありまた優れていると評価

できる。（徳永委員） 

 原子力発電によって発生する高レベルの放射性廃棄物の処理方法の確立は極めて重要な課題であ

り、すでに保持している廃棄物の量を踏まえると時間的にも急がれる。一方、国民の不安懸念を考

慮すれば、国として技術確立に取り組む必要性があることは明らかである。（浜田委員） 

 前回評価における指摘事項については、対処方針を定め、対応が取られており、特に「地層処分研

究開発に関する全体計画」を策定し、これに基づき研究開発計画を作られていることは、適切な進

め方である。（浜田委員） 

 事業の全体構成として研究開発項目を 3 分野に整理してあるのはわかりやすい。（渡邊委員） 

 研究開発に関しては、着実に進められており、また、その成果を発信することにおいても継続して

実施されてきていることがわかる。（渡邊委員） 

 

【問題点・改善点・今後への提言】 

 アウトカムの記述は一般的であり、長期的な将来像をどのように達成するかのマイル

ストーンを示す必要があるのではないか。それを実現するために全体計画が組織され

るものと理解される。現状の記述はいつの時点でも成立する内容に思われ、研究開発

の長期的進捗を評価するための役割が不十分である。（秋澤委員） 

 アウトプットの記述も一般的であり、アウトカムにどのように寄与するのかつながりがよくわから

ない。（秋澤委員） 

 日本特有の条件への対応を前提とすると、何が標準化できるのか。海外の技術と異なる点が明らか
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にされる必要があると思われる。（秋澤委員） 

 評価項目１．（3）知的財産・標準化戦略 の判断を行うために必要な情報が十分提示いただいてい

ないように思料する。前提とされる必要な情報を国内外から収集し、知財、オープンクローズ戦略

へ対応する基盤を整備されている点は評価されるが、具体的な戦略について提示をいただきたかっ

た。（上條委員） 

 前回の評価 WG で指摘された「幅広い専門家が関わって研究開発を進めること」という点に関し

て、改善の余地があるように感じる。具体的には、以前には JAEA 等でも検討が行われていた国民

対話や理解増進のための「社会技術」や「パブリックコミュニケーション」に関する研究開発や調

査が、現在は行われていない、あるいは不足しているのではないかという懸念がぬぐえない。国民

対話や理解増進のための具体的なアプローチや方法論について、NUMO 任せにせず、サイエンスコミ

ュニケーションや心理学分野の専門家等にも参画を求め、国としても正面から取り組んで放射性廃

棄物処分のプロセスを進める努力が必要であると考える。(鈴木委員) 

 総論賛成・各論反対の Not_In_My_Backyard に相当する課題は、放射性廃棄物処分以外にも多々あ

るのだから、参考にできる取り組みは多いはずである。「地層処分研究開発に関する全体計画（調

整会議）」や「特定放射性廃棄物の最終処分・当面の進め方（総合資源エネルギー調査会）」等で、

この種のテーマが取り上げられていないのであれば、次期計画での本事業での取り組みを検討する

べきである。（鈴木委員） 

 地震大国である日本において、地質評価技術の開発は喫緊の課題であり、精度の向上を図る上で

も、世界の技術動向を注視しつつ、それに柔軟に対応できる基盤の整備のための戦略変更等ができ

るように努めてほしい。（竹山委員） 

 前回評価時において、評価ＷＧならびに評価検討会で指摘をされている、「処分の安全性を説明し

ていくこと」や「国民理解の醸成を進めていただきたい」という点は、文献調査等が始まった現時

点においては、重要性をより増しているものと認識する。セーフティケースに集約して取りまとめ

ていくという方針は、技術開発の観点からは適切であると考えるが、国民への説明や国民理解を進

めるためには、さらに研究開発をすべきことがあるのかもしれない。特に、国が前面に立って国民

の理解の醸成を進めるべきであるということが言われている中、場合によっては、現在進められて

いる研究の成果を着実に得ていくことに加えて、今回指摘している観点に関して、国としての研究

開発項目を検討することも有意義かもしれない。(徳永委員) 

 直接処分等代替処分技術高度化に関しては、着実に研究を進めていることと思われる。適切な時期

にとりまとめを行うということについても念頭において事業を進めていただきたい。（徳永委員） 

 アウトプット、アウトカムの設定について、技術的な進展とともに、社会からの認知、疑問をフィ

ードバックしながら進めなければ、示された将来像に到達するのは難しいと思われる。全体計画を

把握したうえで各方策の課題の解決水準を見極めながら、今後の計画の修正等を意図的に組み入れ

ていただくことを要望したい。（浜田委員） 

 知財・標準化戦略については、考え方に異論はないが、実際に特許出願がほとんどなされていない

状況を見ると、本課題において積極的な取り組みがされていないように見受けられる。施工技術の

進展なども考えて、出願すべきものがあるのかどうか、意識して進めていただきたい。また、他国

との情報交換に基づき、優れた手法があれば、それをサポートしながら実用化を加速することも期
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待できる。標準化戦略とはならないかも知れないが、国内の人的資源の拡大が難しいなか、実現性

の加速、信頼感の醸成に活かすことを考慮して積極的な活動を計画し、成果とすることにも期待す

る。（浜田委員） 

 それぞれの分野においての既往の知見、国際的に共通の事項と、新たに研究開発が必要である事

項、日本固有の事象について、処分技術の確立に向けた全体像の中での位置づけが示されていると

事業の意義がよりわかりやすくなると思う。（渡邊委員） 

 最終的なアウトカムである「国民の納得感や信頼感の醸成」は、化学的な知見や技術の確立とその

発信を継続していくことが必須であるが、それのみでは十分でなく、目指すアウトカムを達成する

ための基本的な方針、活動など、こちらについても日本特有の状況を踏まえて議論や方法論の開発

が必要なのではないか。海外の事例での組織体制やステークホルダー関与の方法、プロセス、また

低レベルのクリアランスに関する事業内容が参考になるように思う。（渡邊委員） 

 

 

（２）目標及び達成状況 

【肯定的意見】 

 アウトカム指標・目標値の適切な見直し等は行われていると思料する。（上條委員） 

 計画通りに順調に進捗していると評価できる。（竹山委員） 

 今後の進展が期待される地層処分事業に対して、国が技術を先行的に整備することの意義は極めて

高く、また、不可欠な事業である。（徳永委員） 

 設定した目標数はいずれも達成または達成見込みとなっており、当初の計画どおり進められている

と思われる。（浜田委員） 

 論文発表件数も十分な水準であると思う。（浜田委員） 

 技術的な側面では、順調に成果があげられている。（渡邊委員） 

 

【問題点・改善点・今後への提言】 

 アウトカムは達成すべきマイルストーンが対象であり、技術開発の達成件数は指標として不適当と

考えられる。（秋澤委員） 

 規制基準が示されていない状況において、本事業の技術開発の目標や境界条件をどのように定めた

のか不明である。本技術開発によって安全性・信頼性が確保できるレベルを示すことは基準の議論

にも寄与するのではないか。（秋澤委員） 

 アウトプットは具体的な技術的達成度となるべきである。外部発表数や技術件数の指標では技術開

発の質的達成状況が把握できない。（秋澤委員） 

 アウトプット目標及び達成状況については、一定の評価はできるが、論文発表はなされているもの

の、特許出願件数などの数値が出ておらず、オープンクローズ戦略に基づいた戦略とアウトプット

の関係性が明確に見えていないと思料する。（上條委員） 

 アウトカム目標・アウトプット目標ともに「～に関する技術件数」や「～に必要な検討項目数」等

が設定されており、「計画通りの件数の検討を実施した」ことによって「達成」や「達成見込み」

などの実績が報告されている。これは研究開発目標の達成／未達成の報告ではなく、予算の執行状
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況の報告であると言わざるを得ない。研究開発の具体的な目標と、どのようにその達成を評価した

のかを明示していただきたい。（鈴木委員） 

 新たなテーマとして取り入れられた「代替処分オプション」については、諸外国の方が検討が進ん

でいる状況であると思うが、諸外国で得られている知見を前提として我が国で独自に検討するべき

課題は何なのかを示し、研究目標を明らかにしていただきたい。また、再処理シナリオからスイッ

チする時期によって、最終コストがどのように変化するのかなどのシナリオ分析・研究も必要であ

ると考えるが、取り組み状況を教えていただきたい。（鈴木委員） 

 「国民理解の醸成」を達成するためには、外部発表の件数によって評価するのではなく、実際に理

解が得られているかどうかを、バイアスのないアンケート等により適切に評価すべきである。（竹

山委員） 

 この事業の目的の一つである国民との情報の共有については、本事業がどのように寄与しているの

か、また、寄与するためにどのような施策や研究開発を行うことが望ましいのかという観点からの

検討があるとより良いと考える。（徳永委員） 

 この事業の成果は、地層処分を実施する主体である NUMO に技術移転されることが必要である。い

くつかの研究成果が活用されているということではあるが、より実質的な視点からの技術移転を適

宜実施し、そのような活動を通した新しい技術開発要素の検討等が進むことを期待したい。（徳永

委員） 

 課題と受け止めたのは、アウトプット、アウトカムの目標と達成状況である。計画通り実行された

としても、それぞれの課題には難易度に違いがあり、実現に近づいたものもあれば、困難が見込ま

れた技術要素があると推察する。それらの状況をもとに、評価すべきであり、ここに示された情報

だけですべて順調と判断するのは難しい。（浜田委員） 

 計画策定時点では、個別の技術についての達成水準を目標にすることが難しかったことは理解でき

るが、できるだけ早い時点で具体的な技術目標に差し替える必要があると思う。実際、どの水準が

達成できれば十分であるかという視点で定量的な目標に決めることは難しいが、実施者がターゲッ

トとすべき技術目標は明示すべきであると考える。仮に想定した方法が実現困難であるとすれば、

別の方法を早急に検討する必要がある。（浜田委員） 

 特許出願については、本来出願すべきものが漏れていないか、ぜひ議論いただきたい。公益性の高

い領域ではあるが、新規性のある技術も大いに期待される。（浜田委員） 

 技術的な要素のアウトカムは達成が可能であると考えられるが、それを国民の納得感や信頼感につ

なげる方策については、不明確である。(渡邊委員) 

 「1．意義・アウトカム達成まで道筋」と関係し、処分技術の確立や国民の納得感や信頼感の醸成

のために必要な技術開発分野の全体像(既知のもの、未知のもの、優先順位)などの全体像の中にア

ウトプットが示されていると、その意義がよりわかりやすくなると思う。（渡邊委員） 
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（３）マネジメント 

【肯定的意見】 

 国の委託事業として進めることが妥当である。（秋澤委員） 

 実施体制、受益者負担の考え方、研究開発戦略については、具体的な内容が示されており、評価基

準を満たしていると思料する。（秋澤委員） 

 実施体制、受益者負担の考え方、研究開発計画については、具体的な内容が示されており、評価基

準を満たしていると思料する。（上條委員） 

 2022 年度の全体計画の改定に合わせて研究開発項目を再設定し、審査・評価委員の大部分を変更し

たことは適切であったと考える。（鈴木委員） 

 評価軸は適切に設定されており、運営マネジメント方針も明確に策定されていると判断できる。ま

た、各事業の目標が計画通りに達成されている点も高く評価できる。（竹山委員） 

 当該分野に関わる日本の主要な研究機関と大学関係者による適切な研究遂行とマネジメントがなさ

れているものと評価できる。（徳永委員） 

 広範な参加者を得て体制構築されており、採択プロセス管理、進捗管理も適切に行われていると認

められる。（浜田委員） 

 適切にマネジメントが実施されている。（渡邊委員） 

 

【問題点・改善点・今後への提言】 

 目標管理においては発表件数ではなく、技術的指標の質的・量的なモニタリングが求められる。

（秋澤委員） 

 国として、他の機関やプログラムに評価項目１で示したようなテーマの設定と外部評価委員会が設

置されていないのであれば、本事業内での設置を検討することも必要ではないかと考える。（鈴木

委員） 

 各評価委員会において議論され、課題とされている点については、今回は関連する情報が提供され

ていなかったため、実際に適切に運営されているかどうかを把握することはできなかった。（竹山

委員） 

 目的とする高レベル放射性廃棄物地層処分の事業が極めて長期にわたること、また、国が主体とし

て行う技術開発については、国の事業として進めることが期待される中、その体制を継続し、優れ

た成果をあげるための産官学それぞれにおける人材育成についても、常に意識をしながら研究開発

を進めるという視点があることが望ましいと考える。（徳永委員） 

 将来的に必要な技術を先行的に国が研究開発するという姿勢に加えて、事業の段階ごとに課題が認

識され、場合によっては、すでに確立したと思われる技術に対しても再検討が必要になることは起

こりうると考える。そのような事態に対しても対応ができるような事業のマネジメントを進めてい

ただきたい。（徳永委員） 

 計画については、今回の報告からは新たな修正やブラッシュアップが伺われない。多くのテーマが

並行して進められており、関係者も多いため、全体像の把握は難しいと思われるが、「地層処分研

究開発調整会議」を有効活用し、また処分地選定作業の進捗とも情報交換しながら、適切にテーマ

の見直しなど進めていただきたい。すなわち、「日本特有の地質環境、自然事象等」との記述もあ
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るとおり、不確実性がどこまで許容できるか、目標の設定がかなり難しい。一方でシミュレーショ

ンやＡＩ等技術進歩の著しい領域もあるので、合理的な進め方については十分議論し、また、専門

家会議のみならず、社会の受容性の視点から優先順位を見直すことも必要と思われる。（浜田委

員） 

 処分地選定作業において、新たな候補地が出てきた場合に、新たに追加の技術開発が必要になるこ

とはないかなども併せて検討できる体制構築をお願いしたい。（浜田委員） 
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３．評価コメントに対する対処方針 

 

（１）意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針（素案） 

＜国民理解を進めていくための取り組みについて

＞ 
 前回の評価ＷＧで指摘された「幅広い専門家

が関わって研究開発を進めること」という点

に関して、改善の余地があるように感じた。

具体的には、以前には JAEA 等でも検討が行わ

れていた国民対話や理解増進のための「社会

技術」や「パブリックコミュニケーション」

に関する研究開発や調査が、現在は行われて

いない、あるいは不足しているのではないか

という懸念がぬぐえない。国民対話や理解増

進のための具体的なアプローチや方法論につ

いて、NUMO 任せにせず、サイエンスコミュニ

ケーションや心理学分野の専門家等にも参画

を求め、国としても正面から取り組んで放射

性廃棄物処分のプロセスを進める努力が必要

であると考える。総論賛成・各論反対の

Not_In_My_Backyard に相当する課題は、放射

性廃棄物処分以外にも多々あるのだから、参

考にできる取り組みは多いはずである。「地

層処分研究開発に関する全体計画（調

整会議）」や「特定放射性廃棄物の最終

処分・当面の進め方（総合資源エネルギ

ー調査会）」等で、この種のテーマが取

り上げられていないのであれば、次期

計画での本事業での取り組みを検討す

るべきである。（鈴木委員） 

 前回評価時において、評価ＷＧならびに評価

検討会で指摘をされている、「処分の安全性を

説明していくこと」や「国民理解の醸成を進

めていただきたい」という点は、文献調査等

が始まった現時点においては、重要性をより

増しているものと認識する。セーフティケー

スに集約して取りまとめていくという方針は

、技術開発の観点からは適切であると考える

が、国民への説明や国民理解を進めるために

は、さらに研究開発をすべきことがあるのか

もしれない。特に、国が前面に立って国民の

理解の醸成を進めるべきであるということが

言われている中、場合によっては、現在進め

られている研究の成果を着実に得ていくこと

に加えて、今回指摘している観点に関して、

国としての研究開発項目を検討することも有

意義かもしれない。（德永委員） 

 最終的なアウトカムである「国民の納得感や

 高レベル放射性廃棄物の地層処分事業の円滑

な実施に向けては、国民の理解と協力を得な

がら進めていくことが重要であり、研究開発

により得られた成果を、専門家集団のみなら

ず一般の国民にも広く発信していく必要があ

る。この認識に基づき、国と NUMO が主催し

全国で一般の方向けに実施している対話型全

国説明会等の資料においても、本事業で開発

された要素技術の成果を盛り込む形で資料を

作成し、適宜説明に活用している。 

 また、地層処分事業に関心を有する地域及び

その関連する地域の関係住民に対しては、地

層処分の安全性、処分地選定に係る手続き

や、地層処分事業と地域との共生等につい

て、きめ細やかな相互理解促進活動を行うこ

とが重要であるという観点から、総合資源エ

ネルギー調査会、特定放射性廃棄物小委員会

にて、社会科学を専門とする委員等のご意見

もいただきつつ、NUMO が「地域対話の基本

的な検討に向けた留意事項集」を取りまとめ

ている。 

 他方、地層処分の技術的信頼性について、専

門的評価が国民に十分共有されるための手法

については、効果的な研究成果の発信と活用

に向けて、不断に取り組む必要がある。 

 令和９年度（2027 年度）に再開予定であ

る、次期全体計画を策定するための地層処分

研究開発調整会議において、社会科学やサイ

エンスコミュニケーションの観点から、研究

開発課題として設定すべき項目の有無を検討

するため、2026 年度より、その検討に資す

る調査（国民理解を獲得するための現状の取

組における課題抽出、参考事例の情報収集

等）の実施を検討する。 



 

１４ 
 

信頼感の醸成」は、化学的な知見や技術の確

立とその発信を継続していくことが必須であ

るが、それのみでは十分でなく、目指すアウ

トカムを達成するための基本的な方針、活動

など、こちらについても日本特有の状況を踏

まえて議論や方法論の開発が必要なのではな

いか。海外の事例での組織体制やステークホ

ルダー関与の方法、プロセス、また低レベル

のクリアランスに関する事業内容が参考にな

るように思う。（渡邊委員） 

＜代替処分オプションに関する成果のとりまとめ

について＞ 

 直接処分等代替処分技術高度化に関しては、

着実に研究を進めていることと思われる。適

切な時期にとりまとめを行うということにつ

いても念頭において事業を進めていただきた

い。（德永委員） 

 第 7 次エネルギー基本計画に記載の通り、地

層処分を前提に取組を進めつつ、将来に向け

た幅広い選択肢を確保する観点から、直接処

分等代替処分技術の高度化に向けた研究開発

を実施している。 

 「地層処分研究開発に関する全体計画（令和

5 年度～令和 9 年度）」においても、代替処

分オプションに関する研究開発について得ら

れた成果は適時とりまとめる方針が示されて

おり、適切な時期にとりまとめを行うことを

念頭に、今後も研究開発を進める。 

＜アウトカム・アウトプットの設定について＞ 

 アウトカムの記述は一般的であり、長期的な

将来像をどのように達成するかのマイルスト

ーンを示す必要があるのではないか。それを

実現するために全体計画が組織されるものと

理解される。現状の記述はいつの時点でも成

立する内容に思われ、研究開発の長期的進捗

を評価するための役割が不十分である。（秋

澤委員） 

 アウトプットの記述も一般的であり、アウト

カムにどのように寄与するのかつながりがよ

くわからない。（秋澤委員） 

 アウトプット、アウトカムの設定について、

技術的な進展とともに、社会からの認知、疑

問をフィードバックしながら進めなければ、

示された将来像に到達するのは難しいと思わ

れる。全体計画を把握したうえで各方策の課

題の解決水準を見極めながら、今後の計画の

修正等を意図的に組み入れていただくことを

要望したい。（浜田委員） 

 本事業では、「全体計画」に基づいて研究開

発項目を設定し、種々の検討項目を着実に実

施することで開発目標が段階的に達成される

と考え、各項目の達成件数をアウトカム・ア

ウトプット指標として活用していた。 

 個別の要素技術に関する開発目標について

は、研究開発項目ごとに設置された外部評価

委員会において、外部有識者や実施主体であ

る NUMO から、全体計画に基づく進捗状況の

評価を受けている。 

 ご指摘を踏まえ、要素技術の段階的な達成と

体系化に向けた取りまとめの目標と達成状況

を反映可能なアウトプット・アウトカム指標

の設定を検討する。 

 また、地層処分研究開発の全体像と各研究開

発項目の位置付け、進捗状況等をわかりやす

く示すことを念頭に研究開発および次期全体

計画の策定にむけた検討を進める。 
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 それぞれの分野においての既往の知見、国際

的に共通の事項と、新たに研究開発が必要で

ある事項、日本固有の事象について、処分技

術の確立に向けた全体像の中での位置づけが

示されていると事業の意義がよりわかりやす

くなると思う。（渡邊委員） 

＜日本特有の課題と対応について＞ 

 日本特有の条件への対応を前提とすると、何

が標準化できるのか。海外の技術と異なる点

が明らかにされる必要があると思われる。

（秋澤委員） 

 地震大国である日本において、地質評価技術

の開発は喫緊の課題であり、精度の向上を図

る上でも、世界の技術動向を注視しつつ、そ

れに柔軟に対応できる基盤の整備のための戦

略変更等ができるように努めてほしい。（竹

山委員） 

 日本は 4 つのプレートがぶつかりあう変動帯

に属しているため、断層活動や火山活動の影

響を避け、好ましい地質環境特性を有する場

所を調査・評価し、処分地を選定する必要が

ある。 

 地質評価技術について、諸外国で得られた成

果も活用しつつ、常に最新の知見を反映した

研究開発を進めるよう留意する。 

＜知財・標準化戦略について＞ 

 知財・標準化戦略については、考え方に異論

はないが、実際に特許出願がほとんどなされ

ていない状況を見ると、本課題において積極

的な取り組みがされていないように見受けら

れる。施工技術の進展なども考えて、出願す

べきものがあるのかどうか、意識して進めて

いただきたい。また、他国との情報交換に基

づき、優れた手法があれば、それをサポート

しながら実用化を加速することも期待でき

る。標準化戦略とはならないかも知れない

が、国内の人的資源の拡大が難しいなか、実

現性の加速、信頼感の醸成に活かすことを考

慮して積極的な活動を計画し、成果とするこ

とにも期待する。（浜田委員） 

 評価項目１．（3）知的財産・標準化戦略の判

断を行うために必要な情報が十分提示いただ

いていないように思料する。前提とされる必

要な情報を国内外から収集し、知財、オープ

ンクローズ戦略へ対応する基盤を整備されて

いる点は評価されるが、具体的な戦略につい

 地層処分事業の実施主体である NUMO が、処

分地選定プロセスにおける 3 段階の調査およ

び処分場の建設・操業・閉鎖を円滑に実施す

るために、国及び関係研究機関が実施する基

盤的な研究の成果は、論文発表等による公知

化を進めている。新規性の高い技術開発成果

については、円滑な処分事業の実施に資する

観点から、特許出願すべき成果がないか改め

て確認・議論するとともに、今後も特許出願

の可能性を排除することなく、研究・技術開

発を進めていく。諸外国の地下研究施設等で

得られた成果を活用しつつ、OECD/NEA と

JAEA による幌延深地層研究センターの地下

研究施設を活用した幌延国際共同プロジェク

トなども活用し、成果の最大化と信頼感の醸

成に向けた成果発信を念頭に研究開発を進め

る。また、今後の具体的な知財・標準化戦略

については、次期「全体計画」策定にむけて

検討を進める。 
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て提示をいただきたかった。（上條委員） 

 

（２）目標及び達成状況 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針（素案） 

＜アウトカム・アウトプットの設定について＞ 

 アウトカム目標・アウトプット目標と

もに「～に関する技術件数」や「～に

必要な検討項目数」等が設定されてお

り、「計画通りの件数の検討を実施し

た」ことによって「達成」や「達成見

込み」などの実績が報告されている。

これは研究開発目標の達成／未達成の

報告ではなく、予算の執行状況の報告

であると言わざるを得ない。研究開発

の具体的な目標と、どのようにその達

成を評価したのかを明示していただき

たい。（鈴木委員） 

 アウトカムは達成すべきマイルストーンが対

象であり、技術開発の達成件数は指標として

不適当と考えられる。（秋澤委員） 

 規制基準が示されていない状況において、本

事業の技術開発の目標や境界条件をどのよう

に定めたのか不明である。本技術開発によっ

て安全性・信頼性が確保できるレベルを示す

ことは基準の議論にも寄与するのではない

か。（秋澤委員） 

 アウトプットは具体的な技術的達成度となる

べきである。外部発表数や技術件数の指標で

は技術開発の質的達成状況が把握できない。

（秋澤委員） 

 課題と受け止めたのは、アウトプット、アウ

トカムの目標と達成状況である。計画通り実

行されたとしても、それぞれの課題には難易

度に違いがあり、実現に近づいたものもあれ

ば、困難が見込まれた技術要素があると推察

する。それらの状況をもとに、評価すべきで

あり、ここに示された情報だけですべて順調

と判断するのは難しい。（浜田委員） 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分にあたり、

NUMO が段階的な調査を経て処分地を選定し

た後に、原子炉等規制法に基づいて原子力規

制委員会による審査が行われることとなって

おり、地層処分の実現に必要な技術基準はい

まだ明確になっていない。こうした現状を踏

まえつつ、操業開始までの長期的な展開を視

野に入れ、常に最新の知見を反映していくこ

とで処分を円滑に進めていくため、今後 5 カ

年で取り組むべき技術的課題が、2023 年度

に「地層処分研究開発に関する全体計画（令

和 5 年度～令和 9 年度）」で整理された。 

 本事業では、「全体計画」に基づいて研究開

発項目を設定し、種々の検討項目を着実に実

施することで開発目標が段階的に達成される

と考え、各項目の達成件数をアウトカム・ア

ウトプット指標として活用していた。 

 個別の要素技術に関する開発目標について

は、研究開発項目ごとに設置された外部評価

委員会において、外部有識者や実施主体であ

る NUMO から、全体計画に基づく進捗状況の

評価を受けている。 

 ご指摘を踏まえ、要素技術の段階的な達成と

体系化に向けた取りまとめの目標と達成状況

を反映可能なアウトプット・アウトカム指標

の設定を検討する。 
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 計画策定時点では、個別の技術についての達

成水準を目標にすることが難しかったことは

理解できるが、できるだけ早い時点で具体的

な技術目標に差し替える必要があると思う。

実際、どの水準が達成できれば十分であるか

という視点で定量的な目標に決めることは難

しいが、実施者がターゲットとすべき技術目

標は明示すべきであると考える。仮に想定し

た方法が実現困難であるとすれば、別の方法

を早急に検討する必要がある。（浜田委員） 

＜代替処分オプションに関する検討課題に

ついて＞ 

 新たなテーマとして取り入れられた「

代替処分オプション」については、諸外

国の方が検討が進んでいる状況である

と思うが、諸外国で得られている知見

を前提として我が国で独自に検討する

べき課題は何なのかを示し、研究目標

を明らかにしていただきたい。また、再

処理シナリオからスイッチする時期に

よって、最終コストがどのように変化

するのかなどのシナリオ分析・研究も

必要であると考えるが、取り組み状況

を教えていただきたい。（鈴木委員） 

 

 使用済燃料の直接処分に関する研究開発にお

いて、わが国で独自に検討するべき課題とし

て、わが国特有の地質環境条件や、想定され

る使用済燃料の多様性への対応が挙げられ

る。これらを踏まえ、「地層処分研究開発に

関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年

度）」において、臨界安全評価技術の高度

化、使用済燃料からの核種放出挙動の評価技

術の高度化、使用済み燃料直接処分のわが国

における成立性に関する検討の必要性が指摘

され、研究開発に取り組んでいる。 

 また、その他の代替処分オプションとして諸

外国で検討が進められてきている深孔処分を

対象として、日本での成立性の検討に資する

情報の収集・整理を進めている。 

 わが国では、資源の有効利用や放射性廃棄物

の減容、有害度低減の観点から使用済燃料の

再処理を基本方針としており、現段階におい

て、直接処分等代替処分オプションへの移行

シナリオの分析・研究等は実施していない。 

＜国民理解を進めていくための取り組みについて

＞ 

 この事業の目的の一つである国民との

情報の共有については、本事業がどの

ように寄与しているのか、また、寄与

するためにどのような施策や研究開発

を行うことが望ましいのかという観点

からの検討があるとより良いと考え

 国と NUMO が主催し全国で一般の方向けに実

施している対話型全国説明会等の資料におい

ても、本事業で開発された要素技術の成果を

盛り込む形で資料を作成し、適宜説明に活用

している。 

 2027 年度（令和 9 年度）に再開予定であ

る、次期全体計画を策定するための地層処分

研究開発調整会議において、社会科学やサイ
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る。（德永委員） 

 技術的な要素のアウトカムは達成が可能であ

ると考えられるが、それを国民の納得感や信

頼感につなげる方策については、不明確であ

る。（渡邊委員） 

 「1.意義・アウトカム達成まで道筋」と関係

し、処分技術の確立や国民の納得感や信頼感

の醸成のために必要な技術開発分野の全体像

(既知のもの、未知のもの、優先順位)などの

全体像の中にアウトプットが示されている

と、その意義がよりわかりやすくなると思

う。（渡邊委員） 

 「国民理解の醸成」を達成するためには、外

部発表の件数によって評価するのではなく、

実際に理解が得られているかどうかを、バイ

アスのないアンケート等により適切に評価す

べきである。（竹山委員） 

エンスコミュニケーションの観点から、研究

開発課題として設定すべき項目の有無を検討

するため、2026 年度より、その検討に資す

る調査（国民理解を獲得するための現状の取

組における課題抽出、参考事例の情報収集

等）の実施を検討する。 

 また、「国民理解の醸成に対する寄与」を適

切に評価する方法についても、今後検討して

いく。 

＜NUMO への技術移転について＞ 

 この事業の成果は、地層処分を実施す

る主体である NUMO に技術移転される

ことが必要である。いくつかの研究成

果が活用されているということではあ

るが、より実質的な視点からの技術移

転を適宜実施し、そのような活動を通

した新しい技術開発要素の検討等が進

むことを期待したい。（德永委員） 

 「地層処分研究開発に関する全体計画（令和

5 年度～令和 9 年度）」の策定においては、

NUMO も地層処分研究開発調整会議のメンバ

ーとして参画し、研究開発項目の設定を行っ

ている。また、各研究開発項目において設置

される外部評価委員会に NUMO もアドバイザ

ーとして参加し、実施主体のニーズを踏まえ

た研究開発を実施している。 

 本事業で得られた研究成果は論文発表等によ

る公知化を進めるとともに、各研究機関との

共同研究や国際共同プロジェクトの枠組み等

を活用しつつ、NUMO への技術移転を進め

る。 

＜知財・標準化戦略について＞ 

 特許出願については、本来出願すべき

ものが漏れていないか、ぜひ議論いた

だきたい。公益性の高い領域ではある

が、新規性のある技術も大いに期待さ

れる。（浜田委員） 

 アウトプット目標及び達成状況につい

ては、一定の評価はできるが、論文発

 地層処分事業の実施主体である NUMO が、処

分地選定プロセスにおける 3 段階の調査およ

び処分場の建設・操業・閉鎖を円滑に実施す

るために、国及び関係研究機関が実施する基

盤的な研究の成果は、論文発表等による公知

化を進めている。新規性の高い技術開発成果

については、円滑な処分事業の実施に資する

観点から、特許出願すべき成果がないか改め
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表はなされているものの、特許出願件

数などの数値が出ておらず、オープン

クローズ戦略に基づいた戦略とアウト

プットの関係性が明確に見えていない

と思料する。（上條委員） 

て確認・議論するとともに、今後も特許出願

の可能性を排除することなく、研究・技術開

発を進めていく。また、今後の知財に関する

オープンクローズ戦略については、次期「全

体計画」策定にむけて検討を進めるととも

に、その戦略に基づき、要素技術の段階的な

達成と体系化に向けた取組の質的・量的な達

成状況を反映可能なアウトプット指標の設定

を検討する。 

 

（３）マネジメント 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針（素案） 

＜実施内容の外部評価について＞ 

 国として、他の機関やプログラムに評価項目

１で示したようなテーマの設定と外部評価委

員会が設置されていないのであれば、本事業

内での設置を検討することも必要ではないか

と考える。（鈴木委員） 

 令和９年度（2027 年度）に再開予定である、

次期全体計画を策定するための地層処分研究

開発調整会議において、社会科学やサイエン

スコミュニケーションの観点から、研究開発

課題として設定すべき項目の有無を検討する

ため、2026 年度より、その検討に資する調査

（国民理解を獲得するための現状の取組にお

ける課題抽出、参考事例の情報収集等）の実

施を検討する。事業の実施にあたっては、こ

うした研究課題についても適切に評価できる

ように、外部評価委員会についても適宜見直

しを検討する。 

＜人材育成について＞ 

 目的とする高レベル放射性廃棄物地層処分の

事業が極めて長期にわたること、また、国が

主体として行う技術開発については、国の事

業として進めることが期待される中、その体

制を継続し、優れた成果をあげるための産官

学それぞれにおける人材育成についても、常

に意識をしながら研究開発を進めるという視

点があることが望ましいと考える。（德永委

員） 

 地層処分事業は 100 年規模の長期にわたる事

業であり、幅広い専門知識が必要な特異的な

分野であることから、地層処分業界全体の人

材の確保・育成や技術継承が重要な課題であ

るため、本事業とは別に、国として人材育成

を目的とした事業を実施している。 

 本事業でも、各研究開発項目の実施にあた

り、大学との共同研究や、委託先事業者間で

若手研究者を対象としたワークショップなど

を実施している。 

 今後も、人材育成を念頭に常に念頭におき、

研究開発を進めていく。 

＜処分地選定プロセスの進展を踏まえた研究開発

について＞ 

 将来的に必要な技術を先行的に国が研究開発

 本事業の実施にあたり、研究開発項目ごとに

複数名の専門家から構成される外部評価委員
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するという姿勢に加えて、事業の段階ごとに

課題が認識され、場合によっては、すでに確

立したと思われる技術に対しても再検討が必

要になることは起こりうると考える。そのよ

うな事態に対しても対応ができるような事業

のマネジメントを進めていただきたい。（德永

委員） 

 計画については、今回の報告からは新たな修

正やブラッシュアップが伺われない。多くの

テーマが並行して進められており、関係者も

多いため、全体像の把握は難しいと思われる

が、「地層処分研究開発調整会議」を有効活

用し、また処分地選定作業の進捗とも情報交

換しながら、適切にテーマの見直しなど進め

ていただきたい。すなわち、「日本特有の地

質環境、自然事象等」との記述もあるとおり

、不確実性がどこまで許容できるか、目標の

設定がかなり難しい。一方でシミュレーショ

ンやＡＩ等技術進歩の著しい領域もあるので

、合理的な進め方については十分議論し、ま

た、専門家会議のみならず、社会の受容性の

視点から優先順位を見直すことも必要と思わ

れる。（浜田委員） 

 処分地選定作業において、新たな候補地が出

てきた場合に、新たに追加の技術開発が必要

になることはないかなども併せて検討できる

体制構築をお願いしたい。（浜田委員） 

 各評価委員会において議論され、課題とされ

ている点については、今回は関連する情報が

提供されていなかったため、実際に適切に運

営されているかどうかを把握することはでき

なかった。（竹山委員） 

会を設置し、外部有識者や実施主体である

NUMO から、全体計画に基づく進捗状況の評

価を受けている。また、処分地選定プロセス

や技術開発の進展を踏まえた NUMO のニーズ

について、適宜本事業の研究開発項目に反映

して、研究開発を実施している。 

 今後も、NUMO のニーズを適切に反映しつ

つ、具体的な地点を対象とした調査評価のた

めの基盤となる技術を先行的に整備するべ

く、研究開発を進める。 
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第２章 評価対象事業に係る資料 
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